
R02年国調 264,642 人

H27年国調 268,800 人  

増減率 -1.5 ％

R4.1.1 263,693 人 第１次 面積 41.72 K㎡

R3.1.1 265,269 人 人口密度 6,343 人
増減率 -0.6 ％ 新産 ×

第２次 工特 ×

低開発 ×

決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 産炭 ×

38,651,962 31.5 35,271,535 60.2 第３次 山振 ×

461,542 0.4 461,542 0.8 離島 ×     （千円）     （千円）

40,420 0.0 40,420 0.1 過疎 × 122,733,969 134,997,521

319,639 0.3 319,639 0.5 半島 × 121,856,292 134,196,878

359,383 0.3 359,383 0.6 首都 × 877,677 800,643
6,059,196 4.9 6,059,196 10.3 近畿 〇 327,826 383,747

- - - - 中部 × 549,851 416,896

- - - - 市町村圏 × 132,955 △ 968,029

- - - - 構成比 超過課税分 特定農山村 × 426,248 739,306

- - - - 91.2 財政再建 × 172,165 163,400

90,578 0.1 90,578 0.2 91.2 指数表選定 〇 - - 
487,103 0.4 487,103 0.8 43.6 財源超過 × 731,368 △ 65,323

720,179 0.6 677,147 1.2 1.1

14,697,176 12.0 14,114,988 24.1 35.5

14,114,988 11.5 14,114,988 24.1 1.9

582,188 0.5 - - 5.0

61,887,178 50.4 57,881,531 98.8 42.1

34,475 0.0 34,475 0.1 41.4

778,114 0.6 - - 1.0

919,061 0.7 409,199 0.7 0.0
510,802 0.4 5,752 0.0 1.0

37,903,266 30.9 - - 4.6

52,696 0.0 52,696 0.1 - 

8,486,838 6.9 - - - 議員公務災害 × し尿処理 × R1.8.1

729,199 0.6 87,450 0.1 - 非常勤公務災害 × ごみ処理 ○ R1.8.1

993,814 0.8 - - 8.8 退職手当 × 火葬場 〇 R1.8.1

143,195 0.1 - - 8.8 事務機共同 × 常備消防 × R2.6.1

800,643 0.7 - - 0.0 税務事務 × 小学校 × R2.6.1

1,315,096 1.1 90,262 0.2 - 老人福祉 × 中学校 × R2.6.1

8,179,592 6.7 - - 8.7 伝染病 × その他 〇

- 0.0 - - - 
- 0.0 - - - 

4,074,692 3.3 - - - 
122,733,969 100.0 58,561,365 100.0 100.0

32,305,331 33,547,148

46,501,062 45,057,790

41,214,292 42,918,534

決算額 構成比 充当一般財源等 （Ａ）の充当一般財源等 60,941,803 58,505,580

17,859,623 14.7 16,325,712 480,104 0.72 0.74

12,381,217 10.2 11,350,137 6,072,560 0.9 0.7

48,082,738 39.5 11,872,114 25,952,788 96.1 94.3

9,141,711 7.5 9,006,684 8,564,589 12.9 12.6

元利償還金 9,139,632 7.5 9,004,605 211,166 実質赤字比率（％） - - 

一時借入金利子 2,079 0.0 2,079 139,942 連結実質赤字比率（％） - - 

75,084,072 61.6 37,204,510 969,800 実質公債費比率（％） 3.7 4.1

14,048,565 11.5 9,295,485 6,485,172 将来負担比率（％） - 3.3

429,775 0.4 421,801 2,543,157 財調 7,401,906 6,975,659

11,076,203 9.1 10,096,902 8,421,528 減債 - - 

920,740 0.8 645,219 - 特定目的 3,820,846 2,818,497

10,442,038 8.6 8,153,389 9,006,684 95,029,111 95,616,606

1,571,598 1.3 230,711 - 75,098,478 74,179,393
1,253,841 1.0 626,672 - 物件等購入 - - 

- - - 68,847,490 保証・補償 - - 

7,950,200 6.5 2,818,020 394,616 その他 17,433,550 11,136,060

423,444 0.3 384,278 千円 △ 74,577 実質的なもの - - 

普通建設事業費 7,950,200 6.5 2,818,020 36,115 315,811 201,513

　うち補助 2,630,858 2.2 212,054 96.6 ％ % 55,321 - - 

　うち単独 5,319,342 4.4 2,605,966 合  計 99.3：98.1 98.9：97.6

災害復旧事業費 - - - 

失業対策事業費 - - - 

121,856,292 100.0 68,847,490 千円
保険給付費 364

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

※普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

※産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いて算出。

※住民基本台帳法の改正により、住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

    （単位　千円・％）

　うち猶予特例債 法定外目的税 - - 
　うち減収補てん債特例分 　　　水利地益税等 - - 

歳 出 合 計 69,725,167 純固定資産税
　現年分：計 99.3：97.9
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国民健康保険 2,629,017
99.0：97.8歳　入　一　般　財　源　等 その他 7,813,021

国庫支出金 3

98.8：97.3

市町村民税
　現年分：計 99.3：98.2

（減収補てん債（特例
分）及び臨時財政対策債
除く）

介護サービス - 

被保険
者一人
当り

保険税（料）収入額 98

経　常　収　支　比　率 病院 1,883,866 加入世帯数(世帯） 収益事業収入

103.3 上水道 440,399 被保険者数（人） 土地開発基金現在高

合計 17,026,038 会
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実質収支

　うち人件費 60,519,485 下水道 4,259,735 再差引収支
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前年度繰上充用金 歳　出　合　計 121,856,292 100.0 7,950,200

投資的経費 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計

投資・出資金・貸付金 526,551 0.8 前年度繰上充用金 - - 

- 地方債現在高

積立金 - - 諸支出金 - - - うち公的資金

繰出金 7,564,526 12.1 公債費 9,141,711 7.5

558,765 0.9 災害復旧費 - - - 

84,359 積

立

金

現

在

高
補助費等 8,085,495 12.9 教育費 12,786,495 10.5 4,499,323

　うち一部組合負担金

維持補修費 421,730 0.7 消防費 2,671,883 2.2

- 

物件費 7,382,699 11.8 土木費 7,986,657 6.5 2,094,149

（義務的経費計） 36,538,484

- 

58.3 商工費 1,285,069 1.1

2,079 0.0 農林水産業費 176,812 0.1

内
訳

8,832,421 14.1 労働費 227,456 0.2 健

全

化

判

断

比

率

公債費 8,834,500 14.1 衛生費 13,651,890 11.2

71,546

266,965 公債費負担比率（％）

99,889 実質収支比率（％）

扶助費 11,491,542 18.3 民生費 65,196,465 53.5 833,969 経常一般財源等比率（％）

  うち職員給 - - 総務費 8,251,539 6.8

(A)のうち普通建設事業費 標準財政規模

人件費 16,212,442 25.9 議会費 480,315 0.4 - 財政力指数 

区　分 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区　分 決算額(A) 構成比

基準財政収入額
性  質  別  歳  出  の  状  況　　（単位 千円・％） 目  的  別  歳  出  の  状  況　　（単位　千円・％） 基準財政需要額

標準税収入額等

38,651,962 555,656 
　うち臨時財政対策債 旧法による税 - - 

区　分 令和３年度(千円単位) 令和２年度（単位千円）
歳 入 合 計 合　計

地方債 　　　都市計画税 3,380,427 - 

5,850

諸収入 　　　事業所税 - - 議会議員 26 5,490

繰越金 　　　入湯税 2,357 - 議会副議長 1

6,545

繰入金 法定目的税 3,382,784 - 議会議長 1 6,300

寄附金 目的税 3,382,784 - 教育長 1

7,070

財産収入 法定外普通税 - - 副市区町村長 2 6,960

都道府県支出金 特別土地保有税 - - 市区町村長 1

定　数 適用開始年月日特別職等
一人当たり平均給料
(報酬)月額(百円)国有提供交付金 鉱産税 - - 

国庫支出金 市町村たばこ税 1,762,132 - 
一部事務組合加入の状況

手数料 　うち種別割 385,702 - 合　計 1,712
使用料 　うち環境性能割 18,379 - 臨時職員 - 

分担金・負担金 軽自動車税 404,081 - 教育公務員 29

交通安全対策特別交付金 　うち純固定資産税 15,989,507 - 　うち技能労務員 266

（一般財源計） 固定資産税 16,266,140 - 　うち消防職員 258

　　　法人税割 1,944,797 555,656
一
般
職
員
等

一般職員 1,683

地方交付税 　　　所得割 13,721,736 - 

　普通交付税 　　　法人均等割 738,275 - 

　特別交付税

地方特例交付金 　　　個人均等割 432,017 - 
区　分 職員数（人）

自動車税環境性能割交付金 法定普通税 35,269,178 555,656 積立金取崩し額
法人事業税交付金 　市町村民税 16,836,825 555,656 実質単年度収支

自動車取得税交付金 区　分 収入済額 積立金

軽油引取税交付金 普通税 35,269,178 555,656 繰上償還金

ゴルフ場利用税交付金 実質収支

特別地方消費税交付金 単年度収支

利子割交付金 歳入総額

配当割交付金 歳出総額

   市  町  村  税  の  状  況

株式等譲渡所得割交付金 歳入歳出差引
地方消費税交付金

令和３年度 令和２年度

地方譲与税 67.3 68.8

翌年度に繰越すべき財源　

区　分

収
 
支
 
状
 
況

区　分地方税 74,736 72,173

                        歳  入  の  状  況 （単位　千円・％）
30,482 31,799
27.5 30.3

 地方交付税種地 1-6
大阪府 八尾市

中核市

27 2124

決 算 状 況
住民基本
台帳人口

836 983

0.8

団体名

市町村類型区分 ２年国調 ２７年国調
令和３年度 人　口

産 業 構 造

指定団体等
の指定状況

都道府県名

0.9


